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社 会 的養 護 の 動 向 と課 題 に関 す る研 究
一2000年 から2007年 までを中心に一


















が進む今 日、社会福祉政策策定は選別主義に基づ く対象規定が継続 され、見直 し、抑制、削減、
緊縮等の政策決定を適正化 ・合理化の名のもとに進めている。社会福祉制度 ・政策 と関連制度な
い し公共一般施策 との関連性 と対象規定関係を検討 ・整理 し、社会福祉対象の位置づけを明確に
すると共に、いのちとくらしを守る住みよい地域の体系的な生活保障を構築してい く必要がある。
社会福祉対象論とは、社会福祉の主体の対象と、政策、制度、事業 との関係を整理 し、社会福祉
























本論文では、「社会的養護の動向と課題に関する研究一2000年 か ら2007年 までを中心 に一」
と題 し、社会福祉対象論 を活用 し、児童養護問題における対象の本質的把握を目的として、法律・
省令 ・通知等を活用 し、制度 ・政策 ・事業 とその対象者 との関係を整理する。そ して、政策主体
の意図を分析 し、対象規定について考察を試みる。制度を分析する時期 としては、「児童虐待の















者保護制度)お よび公共一般施策(保 険 ・医療、教育、生活環境施設等)の 不十分 さを最終的
に補充 ・代替するという役割のもとに発展を遂げてきた」(4)ものである。つまり、具体的には、
労働時間の規制、休 日 ・休暇の増大、育児時間の保障、産前 ・産後休暇、育児休業等 といった労
働者保護制度の不備 と、すべての子 どもを対象 とした公共一般施策 としての保健 ・医療制度や教
育制度、さらには公園 ・遊び場 ・安心 して歩ける生活道路などの生活環境施設の整備の不十分 を、





保育所保育施策の強化によって対応しようとすることで取 り残 された問題が、児童養護問題へ と
連続してい くのである。
また、児童養護問題 と保育問題 との相違点は2点 ある。 まず一つめは、保育問題が、女性労働
問題に規定されている一方で、児童養護問題は、生活基盤に規定されているというところである。
二つめは、社会問題化における相違点である。保育問題の担い手が、国民的課題にまで発展する
ほどの、そして、政策主体の譲歩を引 き出すことができるだけの要求 ・運動が展開で きたのに比
し、児童養護問題の担い手は、生活基盤が不安定で組織化 しにくいがゆえに、政策主体の譲歩を
引 き出すだけの要求 ・運動に発展 しにくいという側面をもっているということである(5)。
保育問題対策は、高度経済成長期以降、不足 した労働力を女性の労働力において補うという労
働力政策により推進されてきた一面をもつ。また、保育所保育の対象が形成される過程 には、自
治体や運動体 レベルで保育の対象を先駆的 ・開拓的に取 り上げ、それが住民の中で一般化される
ことによって、政策主体 も保育の対象に取 り上げざるを得なくなっていったという側面 もある。ヽ



























いる家族、つ まり、保育問題の中では取 り残され、そのニーズが潜在化 してきた家族がその担い
手 となっているのである。なお、母子生活支援施設の抱える問題は、児童養護施設や乳児院等、
児童養護問題に対応する養護系児童福祉施設についても同様である。これら児童福祉施設は、戦
後処理 としての役割を担 うために創設 されたが、高度経済成長期以降は、ほぼ完全にその役 目を

































係者に大きな影響を与えた出来事は、1994年 の 「児童の権利に関する条約」(条 約2号)の 批准
である。同条約によって子 どもは権利主体であ り、虐待は権利侵害であるということが強 く意識
された。それが契機 となり民間団体を中心に児童虐待防止活動が開始される。1996年 には 「日
本子どもの虐待防止研究会(JaSPCAN)」 が、虐待防止活動に取 り組む医療 ・保健 ・福祉 ・教育 ・




的養護(7)の 再編問題 も活発 に議論された。 しか し、それらは1997年 の第50次 児童福祉法改正
に反映されることなく先送 りされ、各種通知等により虐待の早期介入 と、当時の児童福祉法の範
囲内での対応が促されるにとどまった。つまり、児童虐待防止施策 とそれに伴う社会的養護再編
に関する本格的な法整備が開始されるのは、2000年 の 「児童虐待の防止等に関する法律」(法 律
第82号)制 定まで待たなければならなかったのである。
2000年 以降の展開は、まず、2000年 に 「児童虐待の防止等に関する法律」(法律第82号)、 そ
の翌年(2001年)に は 「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」(法律第31号)












な役割が明記 されるとともに、それまで主 として児童虐待防止のために実施 されていたネッ ト
ワークを要保護児童対策地域協議会 として法定化 した。そして、2007年 の改正では、要保護児
童対策地域協議会の設置が努力義務化 されている。
一方、2000年に制定された 「社会福祉の増進のための社会福祉事業法等の一部を改正する法律」
(法律第111号)で は、「社会福祉事業法」が 「社会福祉法」(法律第45号)と して改称・改正され、
措置制度か ら利用契約制度への転換、サービス提供主体の多元化 といった利用者を主体 とする
サービス提供体制への転換が図られ・それに伴う利用者の権利擁護の仕組みとして情報提供、苦
情解決、第三者評価の仕組みが導入 された。2003年 には、少子化対策として 「少子化社会対策
基本法」(法律第133号)と 「少子化社会対策大綱」、「次世代育成支援対策推進法」(法律第120
号)が 相次いで制定され、1990年 代 より 「エンゼルプラン」「新エンゼルプラン」等で整備され
てきた少子化対策が法制化された。また、 この時期は、つ どいの広場事業や乳幼児家庭全戸訪問
事業やの創設など、虐待の予防的観点か らの子育て支援策が見 られるようになる。一方、障害者
福祉 も展開を見せる。2004年 には、「発達障害者支援法」が制定され、発達障害者への理解 と関
心が教育関係者や児童福祉従事者を中心に高まり始めた。なお、児童養護施設等社会的養護を担
う施設においても被虐待児に加え、発達障害児への対応は従来からの課題 となっている。そ して、
2005年 には 「障害者 自立支援法」(法律第123号)の 制定に伴い、障害児の施設入所の仕組みも
直接契約の仕組みへ と転換 した。また、2006年 には 「就学前の子 どもに関する教育、保育等の
総合的な提供の推進に関する法律」(法律第77号)が 制定され、幼保一元化の推進により 「認定
こども園」が創設され、直接契約の仕組みが採用された。さらに、少年司法の分野では 「少年法」
(法律第168号)が 、2005年 から2008年 にかけて毎年改正され、活発 な動きを見せている。なお、
これらの改正内容は、少年院収容年限の引き下げ等であり、少年犯罪に対する厳罰化政策である。
厳罰化政策は、非行少年へのスティグマ と緊縮財政の名の下の青少年対象の福祉サービス切捨て
が背景 となってお り、抜本的見直 しが必要である。
このように、2000年 以降は、児童虐待関連施策と少子化対策 を中心に展開したといえる。 さ




















が中心に推進 されている。まず1997年 に通知 「懲戒に係る権限の濫用禁止について」(児企第9
号)が 出され、翌年(1998年)に 「児童福祉施設最低基準」(厚 労省令第63号)が 改正 された
ことにより、施設長による懲戒権の濫用禁止が盛 り込まれた。そして、1999年 の通知 「児童養
護施設等に対する児童の権利擁護に関する指導の徹底について」(児家第60号)と 、2004年 の
児童福祉施設最低基準(厚 労省令第63号)の 改正により、施設職員による入所児童への虐待禁



















で最 も大 きく進展 したものといえる。2002年 に 「里親の認定等に関する省令」(厚労省令第115
号)、 「里親が行う養育に関する最低基準」(厚 労省令第116号)が 出され、里親制度の拡充が図
られた。被虐待児専門の里親である 「専門里親」や 「親族里親」が新たに創設され、里親へのレ
スパイ ト機能提供など、里親支援についても規定された。また、新たな里親制度を運用するため






また、児童福祉施設のケア単位の小規模化の動 きは、1987年 の通知 「児童福祉施設等におけ
る施設機能強化推進費について」(児 発第450号)に おいてその萌芽が見 られるが、その後の制
度展開は2000年 の通知 「地域小規模児童養護施設の設置運営について」(児発第489号)以 降で








団養護を中心に展開されてきた。 このような2000年 以降の家庭的養護施策の一連の動 きは、従
来のわが国の社会的養護システムからの転換 を図ろうとするものであると考えられる。
さらに、従来は児童相談所が家族支援 を担い、要保護児童の養護が児童福祉施設を担 うといっ
たように役割が固定的であったが、そこからの脱却 を図る取 り組み も見 られるようになる。家
族支援が児童福祉施設の体制強化の一環として推進されるようになったのである。1995年 に既
に 「養護施設入所児童早期家庭復帰促進事業」(児 家第29号)に より開始されていたが、2004
年に出された通知 「乳児院等における早期家庭復帰等の支援体制の強化 について」(雇 児発第














応 しきれないことを物語ってお り、それぞれのニーズに即 したサービスを提供する職種 ・里親を
創設するという意図で対応された と考えられる。 しか し、被虐待児個別担当職員 ・家庭支援専門
相談員は、資格要件等 もあいまいであり、その職種の専門性が明確ではない。これ ら新 しい職種
が担 う被虐待児への個別対応やファミリーソーシャルワークの専門性は、従来の職員の専門性と
どのように違 うのか、従来の職員の専門性 とは一体何であり、今後 どのように専門性を打ち出し
ていくのかという課題が生 じ、そのあり方が問われているのである。
3-4.制 度展開のまとめ
現在、わが国の児童福祉施策は、次世代育成支援(少 子化対策)と 要保護児童対策(児 童虐待
問題施策)、 そ して施設の第三者評価をはじめとした権利擁護施策の3つ に大別される潮流で推




施策が実施され始めてはいるものの、依然 として保育所を中心 としたサービスに偏ってお り、そ
の対象 も乳幼児 とその親 と極めて限定的である。現在、学童保育所の整備 とそのサービス内容の
充実が課題であることに代表されるように、学童期さらには少年期 ・青年期の子 どもへの福祉施
策が乏しいため、すべての年齢の子 どもを対象 とした包括的な支援サービスが課題である。




















「『安心 して子 どもを生み、育てることのできる基盤』が欠如 しているからこそ少子化が進行 し、
子育て不安や子 ども虐待 も深刻化 しているのであ り、両者の問題は同根であるといえる。」(8)と
指摘する。少子化問題、児童虐待問題いずれにしても、その現象の現れ方は異なるが、資本主義



























する社会保障 ・社会(児 童)福 祉政策によって生み出された生活問題の一環として位置ついてい
る。つまり、児童養護問題は、今 日大多数を占める雇用労働者を中心に、それと同様の生活水準
にある勤労住民 とその家族に共通 した社会的な対応を迫 られる社会問題として発生しているので
ある。 しかし、児童養護問題は、その問題を背負わされている子 どもや家庭の多 くが未組織で地
域から孤立 しているため、雇用労働者層を中心とする働 く人々とその家族の共通課題(社 会問題)


















政 策 主体 の対 象 認 識 か ら こぼ れ 落 ち る 子 ど もや家 族 は 、子 育 て に お け る 親 の責 任 だ け が残 る。 特
に 、児 童虐 待 は 、 政 策 主体 の対 象 認 識 か ら こぼ れ 落 ち た家 族 が そ の 問題 の担 い 手 とな っ て い る と
考 え られ る。
「児 童 養 護 問 題 は、 虐 待 事 件 の よ う に、 現 象 的 に は個 別 的 な家 族 関係 の崩 壊 の 問 題 にみ えて も、
本 質 的 に は、 現 代 社 会 の構 造 か ら必 然 的 に生 み 出 さ れ た雇 用 労 働 者 を 中心 とす る働 く人 々 とそ の
家 族 に共 通 した課 題 で あ り、 国 ・自治体 行 政 の責 任 と費 用 負 担 に よ る対 応 を迫 る社 会 問題 と して
と らえ る こ とが 重 要 」(12)な の で あ る。
以 上 の よ う に、 社 会 福 祉 対 象 論 を活 用 して本 質 を と らえ る とい う作 業 に よ っ て、 児 童 養 護 問題
は、 資 本 主 義 社 会 に お け る歴 史 的 ・構 造 的矛 盾 の なか か らうみ だ さ れ、 未 組 織 で孤 立 しが ち で あ
る た め に声 を上 げ られ な い子 ど もや 家 族 の 問題 で あ る とい う こ とが 確 認 で きた。 そ して、 そ れ は
社 会 問題 で あ る こ とが 認 識 で きた。 こ の認 識 の も と に、 児 童 養 護 問題 の本 質 的解 決 を 目指 して政
策 主 体 に対 応 を迫 らな くて は な らな い と い え る ので あ る。
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